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次世代に負担を残さない！

どうする？洞爺湖町！
シリーズ
行革！
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　職員数は、町村合併以降財政状況の悪化で採用を抑制し
たため、大幅に減少しています。今の町の規模、財政状況
では、職員数を増やすことはできません。
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　経済活動が再開する半面、建設業や医療・福祉、宿泊業、
運送業などで特に人出が足りないと耳にする機会が多く
なっています。

■役場体制の現状と課題は？

シリーズ３回目のテーマは職員数と業務量です！

　人出不足は民間事業者だけでなく、洞爺湖町の行政でも
課題となっています。行政の人手不足について考えてみま
す。
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　資格が必要な職種では専門知識を学ぶ学生の減少、都市
部への希望などにより、人材の確保が難しくなっています。
　また、委託している業務も民間企業の高齢化や人手不足
で請けてもらえない、会計年度任用職員も業種によっては
必要人数を確保できないことがたびたびあります。後継の
人材がいないと、業務の継続に支障が出てしまいます。
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　働くことへの意識も変わる中、経験や知識を受け継ぎ、
緊急事態が発生した際でも業務を継続できる体制としてい
かなければなりません。

■人口が減っていくのに仕事は減らないの？
ͳ͍ΜͰ͍ͯͬ͢ݮ͸ࣄ࢓ͷΑ͏ͳཧ༝Ͱ࣍
・道路や水道、公共施設などの維持管理の業務量は減っていかない
・福祉や災害対応などのニーズが高く、行政のきめ細やかな対応が求められる
・国や北海道が行っていた仕事が市町村に降りてきた
・時代の変化、洞爺湖町の特性などにより新しい仕事が増えている

同じように続けていると、新
しい仕事が増えるため業務量
が多くなっています

■必要な行政サービスを続けていくために
町民のニーズに応え、生活に必要な行政サービスを

持続していくために、必要な人材の確保、育成に取り
組んでいます。
　その他にも必要なサービスに十分な人員を充ててい
くには、業務効率化の向上や実施方法・業務配分の見直
し、担うべき業務の取捨選択なども必要です。
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数年をかけて計画的採用で
年齢構成の偏りを改善中

限られる職員数
まちの財政事情

住民ニーズ
サービス水準

人口減少
業務負担
持続性
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